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【情報提供】
・東日本大震災復旧・復興事業に係る施工確保対策
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東北地方整備局
不調不落発生率と施工確保対策の推移
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【東北地方整備局】直轄事業費（一般会計）
【東北地方整備局】直轄事業費（復興特別会計）
【東北地方整備局（被災３県分）】不調不落発生率（全工種）
【東北地方整備局（被災３県以外分）】不調不落発生率（全工種）

※Ｒ２不調不落発生率はＲ２．１２現在

令和元年１０月
東日本台風

平成２８年８月
台風１０号

平成２７年９月
関東・東北豪雨

H26.9
・生コン 仮設公共ﾌﾟﾗﾝﾄ設置
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H26.1
・専任補助者制度
・総合評価二極化

H27.4
・現場代理人評価改正

R1.11
・不調随契の活用

H26.6
・見積活用積算（被災3県）
対象を拡大(材料･機械)

H28.4
・段階選抜方式に
簡易確認型導入

H29.4
・間接費補正の見直し

H31.3
・余裕期間制度
の原則活用

H24.9
・一括審査方式試行

H26.2
・復興係数適用
・復興歩掛活用

H25.12
・発注ロット大型化
（一般土木拡大C）

H23.12
・発注ロット大型化
（一般土木B+C）

H24.6
・地域要件
の緩和

H24.3
・復興JV適用

平成２５年８月
秋田・岩手豪雨

平成２３年１１月
東日本大震災

迅速かつ円滑な事業執行を図るため、様々な施工確保対策等を講じ
ながら不調不落の発生を抑制し、震災復旧・復興事業を推進



東北地方整備局
震災復興事業に係る施工確保対策一覧

2

この１０年間で、復旧・復興事業の円滑な施工を確保するため、様々な対策を実施 ※一般土木工事対象

■対策14．発注ロットの拡大

○近接の間隔を１０km程度に緩和

発注準備
積算 入札公告

契約
着工準備期間 工事中

■対策15．地域要件の緩和（県内→東北
管内企業まで拡大）

■対策19．契約時点の最新単価に基づく
契約変更

＜対応策の目的＞
■官民の協力・連携
■発注の円滑化
■必要な費用の適正な積算
■技術者・技能者の確保
■資材の確保

＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞

■対策１．復興まちづくりにおけるＣＭ
方式の活用

■対策16．地元企業の参加可能額の拡大
（Ｂ＋Ｃ）、（拡大Ｃ）

赤枠 東北地整における運用

■対策６．実勢価格を反映した公共工事設
計労務単価の改定

■対策２．事業促進ＰＰＰの企画導入

工事着手前

＜事業推進体制の強化＞

＜建設資材対策＞

■対策３．「建設資材対策東北地方連絡会」
資材需給情報共有・調整

※資材/地区別分会も開催

■対策４．<生コン対策>
砂確保（ストックヤード確保・域外調達）

■対策５．<生コン対策>
・ｺﾝｸﾘｰﾄ製品等への転換
・港湾工事におけるミキサー船導入

■■対策28．発注見通し統合
（H25.11.1～）

○<生コン対策>
・国仮設公共プラント設置

（宮古H26.8-H29.12・釜石H26.9-H29.4)
・宮城県仮設公共プラント設置

（気仙沼H26.5-H31.3･石巻H26.5-R2.3) 

○「災害公営住宅専門部会」設置

○被災3県全工事に運用拡大（H26.1～）

■対策21．一人の主任技術者による２以上
の工事現場の管理

□前回会議（R2.1）以降の対策
■対策34．<鉄筋・型枠工確保対策>
・プレキャスト製品へ転換 (H26.2～)

○ひっ迫する生ｺﾝ用骨材
川砂（河川・ダム湖）を供給支援

■対策37．<鉄筋・型枠工確保対策>
・鉄筋、型枠工の省力化施工提案の試行

を実施 (H26.6～)

＜技能労働者確保対策＞

（凡例）

■対策22．技術者及び現場代理人の配置
緩和措置の適切な活用

■対策17．復興ＪＶ活用

■対策18．｢技術提案一括審査方式」導入

○複数受注可方式に拡大（H26.1～H28.9

○H26.6被災三県の特定工種で見積り対
象を材料単価・機械経費にも拡大

■対策20．工期における余裕期間の設定

○施工能力評価型に適用拡大

○H26.9対象工種を更に拡大

■対策８．資材の積算単価に毎月公表され
る速報価格を採用

■対策９．宿舎設置に伴う費用の積上計上

■対策10．地域外からの労働者確保に関
する間接費補正

■対策11．施工箇所点在工事の間接費算定

○H26.4点在範囲を1km程度以上に変更

■対策12．被災地で使用する建設機械損
料（維持修繕費率）を補正

■対策13．土工とコンクリート工に復興歩掛活用

■対策33．“復興係数”による間接工事費
の補正 （H26.2～）

を設定 （H26.4～）
■対策35．小規模施工用の間接工事費率

を設定 （H26.4～）

■対策39．「特別調査」単価の情報提供。
（H27.1～）

■対策45．簡易積算注方式の導入

■対策30．総合評価（二極化）導入で入札
手続の簡素化 （H26.１～）

■対策32．補助者配置で若手技術者確保
育成（H26.1～）

○H26.9補助者配置時の技術者要件緩和

■対策46．若手技術者配置促進工事導入

■対策38．不調随契の活用（R1.11～）

■対策40．現場代理人評価の改正（H27.4～)

■対策41．一般管理費等率、現場管理費
率の引き上げ改定。 （H27.4～）

■対策47．段階選抜方式(WLB評価工事)
の導入

■対策48．簡易確認方式の導入

■対策23．宿泊費等に係る間接費の設計
変更

■対策24．建設資材の遠隔地からの調達
に伴う設計変更

■対策25．物価変動等に伴うスライド変更
（インフレ／単品 スライド）

○手続き簡素化の試行（単品スライド）
（H26.2～）

■対策27．設計変更等による柔軟な運用
の実施（既契約工事への設計変更による
追加など）

■■対策29．土砂･砕石の供給先引渡し単
価の適用（精算変更） (H25.11.6～）

■対策31．監理技術者の途中交代の要件
緩和

■対策36．工事一時中止に伴う費用算定
の見直し（H26.4～）

■対策42．設計変更概算額の提示
（H27.8～）

■対策43．低入札調査基準の引き上げ
(H28.4～)

■対策44．準備期間の変更 (H28.10～)

■対策26．適切な工期延長対応

○工期延長に伴う適切な経費計上の徹
底（H26.1通知）

○工期設定の弾力的な運用（H26.2～）

○段階的選抜方式に拡大

■対策49．間接費補正の見直し(H29.4～）

■対策50．管理費区分の明示(H29.4～）

○低入札調査基準の引き上げ（H29.4～）

○準備期間の変更（H29.4～）

H30.4
○一般管理費等率の引き上げ改定

（H30.4～）

○原因発見から中止の通知までの期間
等を追記（H30.10～）

○低入札調査基準の引き上げ（H31.4～）

○H25.4 被災三県前年度比 約21％UP

○H26.2 被災三県H25.4比 約8％UP

○H27.2 被災三県H26.2比 約6％UP

○H28.2 被災三県H27.2比 約8％UP

○H29.3 被災三県H28.2比 約3％UP

○H30.3 被災三県H29.2比 約2％UP

○H31.3 被災三県H30.2比 約4％UP

■対策７．不調不落の発生状況を踏まえ施
工歩掛の見積活用による積算

○R2.3 被災三県H31.2比 約3％UP

８対策 １５対策 １２対策 ４対策 １１対策

計５０対策

○H25.4 被災三県前年度比 約21％UP

○H26.2 被災三県H25.4比　約8％UP

○H27.2 被災三県H26.2比　約6％UP

○H28.2 被災三県H27.2比　約8％UP

○H29.3 被災三県H28.2比　約3％UP

○H30.3 被災三県H29.2比　約2％UP

○H31.3 被災三県H30.2比　約4％UP

○R 2.3 被災三県H31.2比　約3％UP

○R 3.3 被災三県R 2.2比　約1％UP



東北地方整備局

対策
No 施策概要 取組状況等

Ｒ１実績
Ｒ２実績

今後の取扱
不調
対策

技術者
不足
対策

手続きの
迅速・
効率化

担い手
確保
対策

５ 直轄生コンプラント
の新設等により供給
体制の強化

• 生コン需要が急激に伸びる中で民間プラントの供給能力不足を「公共
プラント」で補完し、地域全体の需給バランスと安定供給の確保、迅
速な工事の推進に寄与

－
H29年度迄
供給終了 ○

１０ 地域外からの労働
者確保に要する追加
費用の間接費補正

• 宿舎不足のため施工者が地域外から確保した労働者に対して宿泊
施設の確保が困難であることから、積算時に「宿泊費」、「労働者の輸
送に要する費用」、「募集及び解散に要する費用」について、共通仮
設費率と現場管理費率に補正係数を乗じる

－ 継続 ○

１１ 施工箇所が点在す
る工事の間接費の
算定

• 発注ロットの拡大等により、一つの発注で施工箇所が複数あり、同一
施工箇所として取り扱った場合に積算額と実際に要する費用との間
に乖離が生じるおそれがある場合、積算時に点在する施工箇所ごと
に共通仮設費及び現場管理費を計上

R1：223工事
R2：154工事

標準化 ○

１３ 土工とコンクリート工に
おける復興歩掛の活用

• 土工とコンクリート工の３２工種について、日当当たり作業量を１０％
低減させた復興歩掛を用いて積算

－ 継続
（コンクリートＲ２終了） ○

１４ 異工種の大ロット発
注

• 他工種の集約発注による受発注者間の入札手続きの業務負担軽
減・効率化（トンネル、下部工、土工等） －

H26年度運用
終了 ○ ○ ○

１５ 入札参加資格の地
域要件の拡大、施工
実績要件又は等級
要件の緩和

• 地域内の企業に受注余力が無い場合に適用

• 個別個工事の入札参加資格の地域要件について、工事の施工地域外の企
業の入札を認めるなど、設定範囲を拡大

• 個別工事の入札参加資格の施工実績要件について、工種のみを要件とし施
工規模は要件としないなど、工事の品質を確保しつつ緩和

• 個別工事の入札参加資格の等級要件について、工事規模に比して技術的難
易度が比較的低い場合は下位等級にも入札参加を認めるなど工事の品質を
確保しつつ緩和

－ 継続 ○ ○

１６ 一般土木Ｂ＋Ｃ、拡
大Ｃの活用

• 技術者不足による不調不落対策を図るため発注ロットを積極的に拡
大（一般土木Ｂ＋Ｃ、拡大Ｃ）

R1：98工事
R2：50工事

継続 ○ ○ ○
１７ 被災地域内外の建

設業者で結成する復
興ＪＶ制度の活用

• 人材不足や大型工事のため、地域の単体企業だけでは技術者や労
働者を確保することが困難とあれる場合、地域外の建設企業の技術
者等を活用出来るよう、被災地域内の地元建設企業を中心に自主的
に結成する復興ＪＶ制度

－ 継続 ○ ○

１８ 一括審査方式の導
入

• 近接する同一工事種別・等級区分の工事を同時期に複数発注しかつ
相当数の参加者が見込まれる場合、企業の技術力審査や評価を効
率化するため提出させる技術資料の内容を同一のものとすることが
出来る方式

R1：178工事
（82組）

R2：137工事
（60組）

標準化 ○ ○

震災復興事業に係る施工確保対策の施策概要一覧①
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東北地方整備局
震災復興事業に係る施工確保対策の施策概要一覧②

4

対策
No 施策概要 取組状況等

Ｒ１実績
Ｒ２実績

今後の取扱
不調
対策

技術者
不足
対策

手続きの
迅速・
効率化

担い手
確保
対策

２０ 工期における余裕
期間の設定

• 人材や資材不足のため、施工者が着工前に人材や資材を準備
する期間が必要な場合や施工者が工事を受注する際、施工中
の別の工事の工期と重複し専任の監理技術者等の確保に懸念
が生じる場合、実工事期間とは別に事前に建設資材、労働者確
保等を行うための余裕期間を原則6ヶ月を超えない範囲で設定

R1：675工事
R2：523工事

標準化 ○ ○

３０ 総合評価二極化の
導入

• 受発注者双方の復興事業施工確保対策や入札手続きの負担軽
減を図るため、「施工能力の評価」と「技術提案の評価」に二極化

－ 標準化 ○

３２
４６

・専任補助者制度
の導入

・若手技術者配置
促進

• 現場経験が少ないなど、監理技術者に登用されづらい若手技術
者の育成、技術力向上を図るため、経験豊富な専任補助者を配
置出来る制度を導入し技術者不足への対応や建設産業の中長
期的な担い手確保・育成を促進

専任補助者
R1：8工事
R2：7工事
若手技術者
R1：31工事
R2：29工事

標準化 ○ ○

３３ 「復興係数」による
間接工事費の補正

• 工事量の増大による資材やダンプトラック等の不足により作
業効率の低下が生じており直接工事費だけでなく間接工事費
（共通仮設費および現場管理費）についても現場の実支出が
増大しているため、積算額と支出実態とが乖離し入札不調・不
落が頻発していることから、実態調査に基づき、間接費の割り
増しを行う「復興係数」を導入

R1：612工事
R2：381工事

継続 ○

３８ 不調随契の活用 • １回でも入札不調により契約至らない工事について要件を満
たしているものは不調随契を活用

R1：1工事
R2：5工事

継続 ○ ○

４０ 現場代理人評価の
改正

• 復興事業の技術者不足を緩和するとともに若手技術者の育
成・登用促進及び入札参加機会の拡大を目的として、現場代
理人の施工経験を監理（主任）技術者と同等評価

－ 標準化 ○ ○

４７ 段階選抜方式の導
入

• 技術提案を求める競争参加者数が比較的多くなることが見込
まれる工事において段階選抜方式の活用により受発注者双
方の事務量の軽減と適正な審査を確保

R1：5工事
R2：9工事

標準化 ○

４８ 簡易確認方式の導
入

• 競争参加者に提出を求める技術資料を簡素化し受発注者双
方の負担軽減を図り業務を効率化

R1：13工事
R2：9工事

標準化 ○



東北地方整備局
対策５． 直轄生コンプラントの新設等により供給体制の強化①

【岩手県内】

【宮城県内】

【福島県内】

・宮古、釜石地区で、国が公共プラントを２箇所新設
し供給の安定を図った結果、供給能力不足を解消
している。
（H29.12で公共プラントによる供給は完了）

宮古地区（H26.8～H29.12、供給総量 約15万m3）
→ H29.12製造完了

釜石地区（H26.9～H29.4、供給総量 約 5万m3）
→ H29.4製造完了

・気仙沼、石巻地区に、県関与の仮設プラントを４箇所
新設し安定供給を確保。
気仙沼地区（本吉）（H26.5～H31.3、供給総量 約21万m3）
気仙沼地区（戸倉）（H26.5～H31.3、供給総量 約21万m3）

→ H31.3製造完了
石巻地区（雄勝）（H26.5～R2.3、供給総量 約21万m3）

石巻地区（牡鹿）（H26.5～R2.3、供給総量 約18万m3）

→ R2.3製造完了

・民間プラントの増設等により安定供給を可能としている。

宮古地区の公共プラント

○官民協力のもと、直轄生コンプラントの新設等により供給体制の強化を図っている。
○建設資材対策東北地方連絡会や各県の地域分会レベルで情報共有に努め、各プラントの増産

や広域連携調達により安定供給を確保。

建設資材対策東北地方連絡会における生コン需給調査結果より

供給に問題が無い地区

5

今後の災害復旧需要に注視が必要な地区

気仙沼地区（本吉）の
仮設プラント



東北地方整備局
対策５． 直轄生コンプラントの新設等により供給体制の強化②
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岩手県
釜石地区

○生コンの需要が急激に伸びる中で、民間プラントの供給能力不足を『公共プラント』で補完。
地域全体の需給バランスと安定供給の確保、迅速な工事の推進に寄与。

釜石地区の生コン出荷実績（月平均）

民間プラントの供給能力
３３，０００ｍ３

民間プラントの供給能力
３３，０００ｍ３

公共プラントのＨ２８出荷実績

月平均：約６，５００ｍ３

月最大：約９，５００ｍ３

公共プラントのＨ２８出荷実績

月平均：約４，０００ｍ３

月最大：約５，５００ｍ３

宮古地区の生コン出荷実績（月平均）

三陸沿岸道路の１トンネルに供給
（最終製造量：約５万ｍ３） ※H29.4完了

岩手県
宮古地区

公共プラントで
供給能力不足を

カバー

公共プラントで
供給能力不足を

カバー

9月まで 9月まで

三陸沿岸道路の１１トンネル、１橋梁に供給
（最終製造量：約１５万ｍ３） ※H29.12完了



東北地方整備局

○東日本大震災の被災３県（岩手県、宮城県、福島県）では、早期復興に向け大規模な復旧・復興事業が推
進されており、工事量の増大による資材調達不足等で、日当り作業量の低下が生じている。

○「がれき処理などで扱う作業対象物によって機械の損耗が激しい」「悪路での施工や足場の悪い場所での
施工が増大」「コンクリートガラなど機械の消耗を早めるような作業対象物が増大」等によって機械の修理費
に変化がみられる。

積算基準の見直し内容

①土工における日当たり作業量の補正
（掘削積込～土の敷均し・締固めまでの一連作業）【3工種】
日当り作業量をＨ２５年１０月から１０％補正 ⇒Ｈ２６年４月から２０％補正

②コンクリート工における日当たり作業量の補正【29工種】
コンクリート打設を行う工種で実施している日当り作業量をＨ２５年１０月から１０％補正 ⇒Ｒ３年３月末迄

③建設機械等損料の維持修理費の補正

ブルドーザ、バックホウ、ダンプトラックの３機種について、

工事費の積算に用いる運転１時間当たり損料をＨ２５年４月から３％割増し ⇒Ｈ２６年４月から５％割増し

○調査の結果、「土工」及び「コンクリート工」において、日当り作業量の低下を確認したため、日当たり作業量
を補正した復興歩掛を策定。

○ブルドーザ、バックホウ、ダンプトラックの維持修理費が増大したため、維持修理費率を補正。

対策１３． 土工とコンクリートにおける復興歩掛の活用

7



東北地方整備局

被災地での工事の実態

・工事量の増大による資材やダンプトラック等の不足により、作業効率の低下が生じており、

直接工事費だけでなく、間接工事費（共通仮設費および現場管理費）についても現場の

実支出が増大している。

「復興係数」による間接工事費補正の概要

上記の結果、積算額と支出実態とが乖離し、入札不調・不落が頻発

実態調査に基づき、間接費の割り増しを行う「復興係数」を導入する

補正対象地域：被災三県（岩手県、宮城県、福島県）

補正対象工種：被災三県にて施工されるすべての土木工事

補 正 方 法：対象額により算定した共通仮設費率及び現場管理費率に以下の復興係数を乗じる。

共通仮設費：１．５ 現場管理費：１．２

対策３３．「復興係数」による間接工事費の補正

8

H26.2～



東北地方整備局
対策１３、３３ 令和３年度の復興係数・復興歩掛について

9

項 目 内 容

復
興
係
数

対象
工種

全ての土木工事

対象
地域

被災３県（岩手・宮城・福島）

補正率
共通仮設費：１．５

現場管理費：１．２

復
興
歩
掛

対象
工種

土工、コンクリート工

対象
地域

被災３県（岩手・宮城・福島）

補正率

土工：標準作業量を20％低減

ｺﾝｸﾘｰﾄ工：
標準作業量を10％低減

項 目 内 容

復
興
係
数

対象
工種

全ての土木工事

対象
地域

被災３県（岩手・宮城・福島）

補正率
共通仮設費：１．５

現場管理費：１．２

復
興
歩
掛

対象
工種

土工、コンクリート工

対象
地域

被災３県（岩手・宮城・福島）

補正率

土工：標準作業量を20％低減

ｺﾝｸﾘｰﾄ工：
標準作業量の低減なし（0％）

令和２年度まで 令和３年度

○ 直近の施工の実態調査を踏まえ、所要の見直しを行ったうえで、令和３年度も復興係数・復興
歩掛の措置を継続。

○ 復興歩掛の見直し後も、各地域の実績にあった予定価格の作成が可能。

第11回復興加速化会議資料



東北地方整備局

10

積算体系

共通仮設費

積み上げ分

共通仮設費

（率分）

直接工事費

間接工事費

共通仮設費

工事原価

一般管理費

現場管理費

請負工事費

工事価格

消費税相当額

○東日本大震災被災地では、地域内では労働者を確保出来ないため、地域外の労働者で対応せざるを
得ず、宿泊費や長距離通勤により、施工者の負担増が復興事業の足かせとなっている。

○これらの費用は、予定価格において全国の実績調査を基に率計上で積算をしているが、労働者の確保
方策に変更があった場合に必要となる間接費について、設計変更により対応できるようにする。

営繕費
•労働者の輸送に要する費用
•宿泊費
•借上費
•倉庫及び材料補完場の営繕に要する費用、他

運搬費
準備費
事業損失防止施設費
技術管理費

以下の赤字部分を対象に設計変更

労務管理費
•募集及び解散に要する費用
•労災保険法等による給付以外に災害時には事業主が負担する費用
•賃金以外の食事、通勤等に要する費用
•慰安、娯楽及び厚生に要する費用、他

安全訓練等に要する費用

･･･

･･･

＜ これまでに講じた対策＞
■H24.6.27～（平成24年6月27日通知）

通常、設計変更の対象としない右図赤色の費用につ
いて、被災地での労働者確保のため当初の想定を超え
て必要になった場合には設計変更で対応。

対策１０．地域外からの労働者確保に要する追加費用の間接費補正



東北地方整備局
一般土木・Ｂ＋Ｃ、拡大Ｃの活用

Ａ

7.4

Ａ

6.9

予定価格（億円）

7.2

6.9

7.2

予定価格（億円）

●一般土木・Ｂ＋Ｃ （H23.12.1通知）

✔背景 ： 迅速な事業執行及び業務の効率化を図る必要
があり、３億円以上の工事も事務所で発注出来
る分任官特例の適用により発注ロットを大型化

し、地元企業の活用と技術者不足に対応
✔適用範囲 ：当初上限５億円程度、変更後上限WTO対象額

✔対象工事
• 東日本大震災の復旧・復興に係わる工事等及びその
他災害復旧に係わるもので迅速な事業執行と業務の効

率化を目的に発注する工事
• その他特別な理由がある場合
• 工事の技術的難易度が原則Ⅰ及びⅡの工事

●一般土木・拡大Ｃ （H25.12.20通知）

✔背景 ： 技術者不足が深刻となってきたＨ２４年度
途中から、技術者不足への対応と官民双方の

入札業務負担の軽減を図る必要があったことや
復興需要の増大に伴い被災３県全体として受注
状況が逼迫していたことから被災３県全体に適用

✔適用範囲 ： 当初上限4.5億円程度、変更後上限WTO対象額

✔対象工事
• 被災三県における工事で、かつ、円滑な施工を確保
するため一般土木工事のＣを集約して発注し、工事の
技術的難易度が原則Ⅰ及びⅡの工事

11

概要

対策１６．

【活用実績】（H23～R2）
• Ｂ＋Ｃ：736件
• 拡大Ｃ：377件



東北地方整備局

① 性格 地元の建設企業が、被災地域外の建設企業と継続的に共同することにより、その施工力を強化するために結成される共同企業体

② 工事の種類・規模 被災３県における復旧・復興工事を対象とし、予定価格がＷＴＯ対象工事とならない額までを上限（特定ＪＶ対象工事は除く）
とする工事（改正前：予定価格が５億円程度を上限）

③ 構成員（数、組合せ及び資格）
・ ２ないし３社
・ 同程度の施工能力を有する者の組合せ
・ 被災地域の地元の建設企業を１社以上含む

④ 技術者要件 通常のＪＶよりも技術者要件（専任制）を緩和

⑤ 登録 各登録機関毎に結成・登録できる共同企業体の数は、原則として１とし、最大３まで（改正前：最大２まで）
単体との同時登録及び特定・経常・地域維持型ＪＶとの同時結成・登録が可能

⑥ 代表者 原則として構成員において決定された地元の建設企業

復旧・復興建設工事における共同企業体の当面の取扱いについて（H24.10.10 改正）

岩手県、宮城県及び福島県の復旧・復興工事において、迅速かつ効率的な施工が確保されるよう、
地域における雇用の確保を図りつつ、広域的な観点から必要な体制を確保

・地域外の建設企業（技術者等）を活用

・工事現場に専任する技術者はＪＶで１名でも可とする。

復興ＪＶ

・技術者の不足等により地域の
単体企業のみでは担えない

被災地域

被災地域外の
建設企業

被災地域の
建設企業

⇒災害時の協業システムとして活用

・ＪＶ制度などで入札に参加できる
仕組みを要望

被災地域外

入札不調の
要因の一つ

復興ＪＶ制度

12

【活用実績（H24～R2）】：分任官工事： 12件

対策１７． 被災地域内外の建設業者で結成する復興ＪＶ制度の活用



東北地方整備局
一括審査方式の導入

標準タイプ

【受注者】工事毎に申請書を作成
【発注者】同じ技術者でも、申請書毎に審査
審査件数＝①工事の申請社数＋②工事の申請社数

【受注者】２工事に申請書は１部で可
【発注者】審査する申請書が減少
審査件数＝申請社数

技術資料については、工事ごとに求めていたが、工事目的・内容が同種で、施工箇所が近接している場合に
は、技術資料を一つにすることにより審査業務を効率化
競争参加者には、資料作成にかかる負担軽減、発注者には技術審査に係る事務量の軽減が期待
配置予定技術者を１名とすることで、受注企業数の増加を期待
技術提案評価Ｓ型及び施工能力評価Ⅰ・Ⅱ型の工事へ適用可能

一括審査

H24～試行
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【活用実績（H24～R2）】
• 本官工事：91件
• 分任官工事：604件

対策１８．



東北地方整備局
専任補助者制度の導入対策３２． H26～試行

14

現場経験の少ない技術者の技術力向上を図るため、主任技術者又は監理技術者を専任で補助する技術者
(専任補助者)を配置する場合に、若手技術者に代えて専任補助者の実績を総合評価時に加点評価。
※施工経験、工事成績評定点、優良工事表彰、継続教育、ＩＣＴ土工・週休2日実施証明書が該当
工事完成後に若手技術者の実績・成績として付与することで、以降の受注機会の拡大を図る。
ＷＴＯ対象工事以外は全て適用対象。ただし、ＷＴＯ対象工事は契約後に配置した監理（主任）技術者の中
から協議により専任補助者を配置することが可能 【活用実績（H26～R2）】

• 本官工事 ：9件
• 分任官工事：290件



東北地方整備局

一括審査方式の活用による効果
• 震災復旧・復興関連事業において一括審査方式を活用した工事件数は、

402件（総組数は171組、１組あたり平均工事数は約2.4件） ※H24～R2
• 仮に上記工事を個別に発注した場合膨大な発注事務が発生したことが想定

• 東日本大震災の復旧・復興を迅速に進める上で一括審査方式の有効活用
により、円滑な施工体制が確保されるとともに、受発注者双方の事務手続き
等の負担軽減に大きく寄与するなど、有効な手段であることを再確認

震災復興事業に係る施工確保対策の効果参考

15

これまでの施工確保対策における主な効果

一般土木Ｂ＋Ｃ、拡大Cの活用による効果
• 震災復旧・復興関連事業において発注ロットの大型化（一般土木Ｂ＋Ｃ、拡大Ｃ）を活用した工事件数は1,091件（4,368億
円） ※一般土木B+C：H23.12～R2.12時点、拡大C：H24.12～R2.12時点

• 仮に上記の工事を中小規模のロットで発注した場合、２倍以上の約2,600件程度の膨大な工事件数が想定

• 対応可能な地元企業や技術者が限られている中で、発注ロットの大型化は不調対策に有効であるとともに、受発注者双方の
契約手続き等の負担軽減に大きく寄与するなど、有効な手段であることを再確認

専任補助者制度、若手技術者活用促進工事の活用による効果
• これまで多くの若手技術者が震災復興・復旧事業に携わり多くの工事で実績を重ねてきたところ

• この制度の活用にあたり日本建設業連合協会から以下のコメントあり
「監理技術者（若手技術者）の同種工事の実績要件が大幅に緩和されているので取組みやすい」
「契約後に制度の利用を選択できるため、現場配員のやりくりに自由度があって取組みやすい」

• このことから、担い手確保対策として有効な取組の一つであることを再確認

約４割に集約

※全ての実施工事を対象

402件

171組

【活用実績（H26～R2）】
• 本官工事 ： 7件
• 分任官工事： 93件


